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取り組みのきっかけ
　入院中に骨粗鬆症治療を始めても，退院後は継
続状況が把握できなくなる──そんな経験はない
だろうか？
　骨折リエゾンサービス（Fracture Liaison Service：
FLS）に携わる皆さんなら，一度ならず経験があ
ると思われる．FLS 活動の中心は病院スタッフ
で構成されることが多いため，外来患者への支援
が十分に行き届いていない場合もある．加えて，
診療報酬制度や人員配置の制約から，積極的な介
入や継続支援にも限界があった．
　薬剤師の専門分野においても，自己判断や怠薬
による服薬アドヒアランス低下や，かかりつけ医
で治療薬が継続されないケースがあり，退院後の
服薬支援や服薬状況の把握は容易ではなかった．
　こうした課題を踏まえ，地域で患者と日常的に
接している保険薬局薬剤師と連携し，退院後や外
来通院中の患者を継続的に支援することで，治療
中断を防ぐ新たな病薬連携モデルを構築した．

病薬連携の仕組み
　今回の取り組みでは，トレーシングレポート（以
下，TR）と薬学管理サマリーの 2 種類のツールを
活用し，保険薬局薬剤師と連携を進めた．
　骨粗鬆症治療薬の注射製剤を新たに導入する外
来患者には，処方箋とともに「連携支援ツール一
式」（図 1）を渡し，薬局に提出してもらった．連
携支援ツールは，FLS 支援依頼書・返信用 TR・
FLS シールを封筒にまとめたセットである．保

険薬局薬剤師は，FLS 支援依頼書から二次性骨
折のハイリスク患者であることを把握し，服薬状
況や副作用など薬物治療に関する情報のほか，食
事・運動・環境整備など生活面への支援も行った．
これらの内容は返信用 TR により主治医と情報共
有される．さらに，FLS シールをお薬手帳に貼
付することで，患者本人やお薬手帳を手にするす
べての医療従事者に，骨折予防支援が必要である
ことを認識してもらった．
　また，当院退院後に他院で治療を継続する患者
には，病院薬剤師が FLS 専用薬学管理サマリー

（図 2）を作成し，かかりつけ薬局へ送付した．サ
マリーには入院中の治療内容に加え，二次性骨折
のハイリスク患者であることや継続支援の必要性
を明記した．さらに，入院中に導入した骨粗鬆症
治療薬が中止されていないか，また中止したベン
ゾジアゼピン系睡眠薬が再開されていないかを確
認し，必要に応じてかかりつけ医へ疑義照会を依
頼する仕組みを構築している．

活動成果
　本稿執筆時点において症例数は十分ではない
が，TR による薬剤師介入群において治療継続率
が高い傾向がみられ，保険薬局薬剤師による支援
が治療継続に寄与する可能性が示唆された．薬局
からの報告書には，残薬調整や用法変更の提案，
副作用に対する指導実績のほか，患者の嗜好や食
習慣を考慮した代替食品の提案や，冬季に可能な
運動提案など，生活習慣への支援も散見された．

　薬学管理サマリーは，約半
数の保険薬局より返信が得
られており，提供した情報が
シームレスな薬物療法支援に
有用であったと評価されてい
る．また，診療報酬上の加算
算定が可能であり，1 件あた
り475 〜 530 点の施設収入

が得られるなど，収益面での効果も確認されている．
当院では導入から6 か月で 30 件を超える情報提供
を行い，今後は院内体制を整えることで，さらなる件
数増加を見込んでいる．
　一方で，運動習慣の改善について評価が低く，
保険薬局薬剤師の介入のみでは十分な効果が得ら
れない可能性も示唆された．

課題と展望
　今回の取り組みは，FLS チームが外来患者に
かかわることが難しい現状を踏まえ，病薬連携に
よる新たな FLS モデルを導入し，支援の幅を広
げた点に意義がある．また，地域保険薬局との連
携は，骨粗鬆症マネージャーとして本来の役割を
発揮するうえでも重要な取り組みと考えられる．
　TR の取り組みは，事前に書類を準備するだけ
で実行可能であり，時間や人員に制約を感じてい
る施設でも導入可能と考えられる．薬学管理サマ
リーは作成に一定の労力を要するが，診療報酬上
の評価があるため協力を得やすく，持続可能な仕
組みとなり得る．これら性質の違う 2 つのツール
を組み合わせることで，治療継続や意識の向上に
つながることが期待される．
　一方で，運動習慣や食事内容の改善など生活習
慣支援には課題が残る．薬局薬剤師が生活指導を
担うには限界があり，多職種連携に加え地域の医
療・運動支援ネットワークとの連携など，より幅
広い支援体制の構築が必要と考えられる．当院で
は，これらの課題に対応すべく SNS と生成 AI
を活用した新たな取り組みを開始しており，その
成果についても今後報告していく予定である．
　本取り組みは，地域 FLS の発展を目指す多く
の施設で導入可能な仕組みと考えられる．病院と
地域薬局の連携を基盤とした取り組みにより
FLS 活動が地域に広がり，より多くの患者が継
続的に治療を受けられる体制づくりにつながるこ
とを期待する．

立川綜合病院薬剤部 1)，同 整形外科 2)，同 看護部 3)，同 栄養科 4)，同 リハビリテーション科 5)

早川兼司1)，奥村　剛 2)，神保　匡 1)，鈴木勇人 2)，木村圭志 2)，佐藤利枝 3)，
渡辺朋子 3)，野村　彩 3)，廣井あゆ3)，小林寿子4)，小田川久美 4)，佐々木真理子 5)

病薬連携による二次性骨折予防支援の試み
―外来患者へのフォローアップを支える OLS 活動の新たな展開―
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FLS 連携支援ツールは，トレーシングレポート ( 左 )，FLS シール ( 右 )，FLS 支援依頼書，
3 種 1 セットとして配布．

FLS 専用薬学管理サマリーは，送信用 ( 左 )，返信用 ( 右 )，入院時持参薬および退院時処方薬の一
覧，薬学管理サマリー運用依頼書の 4 種セット．

図 2  FLS 専用薬学管理サマリー図 1  連携支援ツール一式
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で有意に低下し (1.8％ vs. 5.7％，p ＜ 0.05)，多変
量解析でも FLS 介入は再骨折リスクを有意に低
減させた (HR 0.32，95％ CI 0.12–0.89，p ＝ 0.03)．

考察
　当院の FLS 介入は大腿骨近位部骨折術後 1 年
以内の脆弱性骨折を有意に減少させ，Li らの先
行研究と一致しており，当院の FLS 介入の有効
性が明らかとなった．二次性骨折予防継続管理
料が導入され，入院中の薬剤処方の意識が高まっ
た こ と， ま た 週 1 回 の
FLS チームラウンドによ
り，介入対象者に確実に
評価・処方がなされてい
るかをチェックする体制
を構築できたことが治療
開始率の向上，治療開始
の早期化につながったと
考える．本研究の限界は
短期観察研究であること，
地域データベースの欠如
により追跡不能例が存在
することである．今後は
地域データベース構築を
視野に，関連施設との連
携強化による長期追跡が
課題である．

おわりに
　FLS チームが発足してから 2 年が経過し，業務
としては軌道に乗ってきたところだったが，自分
たちの活動に効果があるのかはわからないまま
だった．本研究を通じてチーム介入の有効性が明
らかとなり，自信をもって活動できるようになっ
た．多人数でのチェック体制構築により，介入漏
れを未然に防ぐことができていることが大きな要
因だと感じている．今後も長期的に活動を続けて，
患者様の利益につなげていければと思う．

伊那中央病院リハビリテーション技術科 1)，同 FLS チーム 2)

多賀将仁 1)2)

はじめに
　日本において大腿骨近位部骨折は年間 20 万件を
超え，その発生数は増加傾向にある．骨折リエゾ
ンサービス (FLS) 介入は，骨粗鬆症治療の開始率
を改善し，再骨折率を低下させることが知られて
いる．しかし，FLS 介入の内容は施設によって異
なり，当院の介入の有効性は明らかでない．本研
究の目的は，大腿骨近位部骨折手術後 1 年以内の
脆弱性骨折予防に対する当院 FLS 介入の有効性
を評価することである．

対象と方法
　2021 年 2 月から 2024 年 1 月までに大腿骨近位
部骨折手術を受けた 50 歳以上の患者を対象に，後
方視的症例対照研究を実施した．2022 年 8 月以前
受傷の非 FLS 群と，それ以降の FLS 群に分類し
た．患者背景，骨折型，手術方法，薬物治療開始
の有無および再骨折の発生について，Mann-
Whitney U 検定，χ² 検定，Cox 比例ハザードモデ
ルを用いて解析した（表）．

結果
　対象 521 例 ( 非 FLS 群 247 例，FLS 群 274 例 )
のうち，骨粗鬆症治療薬の 3 か月以内の開始率は
非 FLS 群 14％から FLS 群 100％に有意に改善し
た (p ＜ 0.05)．治療薬開始までの日数は 20 日から
12 日へ短縮された (p ＜ 0.05)．再骨折率は FLS 群

当院の大腿骨近位部骨折術後患者に対するFLS介入が
受傷後1年間の脆弱性骨折発生率に及ぼす影響

非 FLS 群（n ＝ 247） FLS 群（n ＝ 274）
年齡（歳） 86.0 ± 9.2 84.9 ± 9.8
性別（人，男 / 女） 51/193 56/218
骨折型（人） 頚部骨折 104 125

転子部骨折 137 140
転子下骨折 6 9

術式（人） 人工骨頭 76 81
骨接合 171 193

骨粗鬆症治療薬開始（人） 29（14％） 206（100％）＊

治療薬開始日数（日） 20（9 ～ 46） 12（10 ～ 15）＊

再骨折（人） 大腿骨 10 3
脊椎 1 2

上腕骨 3 0
再骨折数（人） 14（5.7％） 5（1.8％）＊

再骨折までの日数（日） 147.5（84.3 ～ 248.5）131.0（107.0 ～ 218.0）
＊：χ2 検定，Mann-Whitney U 検定にて p ＜ 0.05．年齡：平均値±標準偏差，治療薬
開始日数・再骨折までの日数：中央値（第 1 四分位～第 3 四分位）．
骨粗鬆症治療薬開始率：（受傷後治療開始）÷（患者総数−治療薬持参）× 100．

埼玉慈恵病院 1)，東都春日部病院 2)，おおはま整形外科 3)，埼玉慈恵病院 OLS チーム 4)

本多泰之 1)4)，田中伸哉 2)4)，飛田英樹 1)4)，桑垣佳苗 1)4)，小林沙織 1)4)，大濵　玄 3)，吉野恭正 1)4)，久保寿朗 1)

はじめに
　当院では，2016 年 4 月から骨粗鬆症リエゾン
サービス (OLS) を導入し，同年 12 月より「骨粗
鬆症教室」を開始した（図）．教室は，近日中に退
院予定の脆弱性骨折で入院した患者とその家族を
対象に，医師と理学療法士によって実施している．
内容は，骨粗鬆症の病態，治療継続の重要性，転
倒予防に関する運動指導や生活環境整備について
である．さらにリハビリテーション科では，自宅
での運動法を指導し，骨折予防手帳の「運動チェッ
ク表」に記録をすることで退院後の運動継続を促
している．しかし，この骨粗鬆症教室や運動指導
が退院後の治療継続に寄与しているか否かは明確
でなかった．

目的
　骨粗鬆症教室への参加，教室への家族の同席，
退院後の運動習慣が治療継続期間の延長に関連す
るか否かを明らかにすること．

方法
　対象は，OLS 登録患者 411 例で，教室参加
206 例を実施群，COVID-19 流行により教室を実
施できなかった 205 例を非実施群とした．両群
の背景因子に差はなかった．主要評価項目は，教

室参加の有無と治療継続期間との関連であり，副
次評価項目として，①教室への家族同席の有無，
②退院後の運動習慣 ( なし・半月未満・半月以上・
毎日 ) が治療継続期間に与える影響を検討した．
統計学的手法として log-rank 検定および Cox 回
帰分析を用いた．

結果
　教室参加の有無および家族同席は治療継続期間
に有意な影響を与えなかった (p ＝ 0.908，p ＝
0.756)．一方，実施群において，運動習慣がある
患者では運動習慣がない患者より治療継続期間が
有意に長かった(p＝0.00007)．Cox回帰分析では，
運動習慣が「半月以上」の群は治療中断危険率
(HR) が 0.35 で，「毎日運動」の群は 0.18 であった．

考察
　退院前の骨粗鬆症教室の実施および家族の同席
は，骨粗鬆症治療の継続期間に対して有意な影響
を及ぼさなかった．一方，退院後の運動習慣は治
療継続に強く関連しており，転倒・骨折に対する
問題意識が運動習慣により反芻され，治療継続に
結び付いたと考えられる．自己記入式の運動
チェック表を活用した運動習慣の定着が，治療継
続支援において有効である．したがって，骨粗鬆

症教室についても，患者のみでなく家族に対して
も繰り返し実施することで効果が期待できる．

今後の展望
　今後は，骨粗鬆症教室を退院前の一度きりの実
施に留めず，入院中から退院後の外来まで，複数
回実施する必要がある．運動チェック表により実
施状況を確認し，身体状況や負担に応じた運動指
導を繰り返し行い，運動継続を促す．

骨粗鬆症治療継続のための骨粗鬆症教室の
効果と関連について

図　骨粗鬆症教室

表　対象者の基本情報
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済生会吹田病院リハビリテーション科 1)，あさひ総合病院整形外科 2)，伊奈病院整形外科 3)，
山陰労災病院リハビリテーション科 4)：日本骨粗鬆症学会骨粗鬆症リエゾンサービス委員会

木村　孝 1)，中藤真一 2)，石橋英明 3)，萩野　浩 4)

聖霊会聖霊病院放射線技術科 1)，同 整形外科 2)，同 看護部 3)

米澤伸哉 1)，青木良記 2)，森本真理 3)

目的
　骨粗鬆症マネージャー（以下，骨マネ）を対象と
した過去 4 回の実態調査（2018 年，2020 年，2023
年，2025 年）の比較を通じて，骨粗鬆症リエゾン
サービス（OLS）活動の変遷と現状，および今後
の課題を検討することである．

方法
　2025 年 1 月に骨マネ4,428 名を対象として Eメー
ルによるアンケート調査を実施した．得られた回答を過
去 3 回の調査結果と比較し，統計学的検討（χ2検定，
Kruskal-Wallis 検定，Steel-Dwass 検定）を行った．

結果
　2025 年 の 有 効 回 答 数 は 1,919 名（ 回 収 率
43.4％）であった．回答者の属性は，女性が 70.4％，
職種別では看護師が 53.4％と最多で，次いでリハビ
リテーション専門職（20.5％），薬剤師（15.3％）であっ
た．所属先は急性期病院が 51.0％を占めた．
　主な調査結果は以下の通りである．
・�活動状況：活動が「拡大している」との回答は

2018 年の 45.3％から 2025 年には 53.3％へと
有意に増加した．

・�チ ー ム・ 連 携：OLS チ ー ム へ の 参 加 率 は
53.2％と経年的に有意な増加を示した（p ＜
0.01）．施設内連携（74.6％）および他施設連携

はじめに
　当院では 2016 年の骨粗鬆症外来開設以降，受
診需要は高く，週 1 回の外来枠のみで継続的に全
患者をフォローすることは困難となっている．こ
のため治療方針決定後は地域のかかりつけ医へ逆
紹介する体制が必要である．しかしかかりつけ医
を有さない患者も少なくなく，居住地域周辺の医
療機関を十分に把握していない例も多い．診察時
に紹介先検索を要する状況が発生しており，骨粗
鬆症診療に対応可能な地域医療機関を可視化する
仕組みが求められていた．

目的
　患者の居住地域周辺で骨粗鬆症診療に対応可能
な医療機関を容易に検索できるよう，Google マ
イマップを用いたオリジナルマップを作成し，紹
介先選定支援ツールとしての有用性を検討する．

対象と方法
　当院近隣5区(人口約68万人)に所在する内科・
整形外科 212 施設を対象にアンケート調査を実
施．調査項目は，骨粗鬆症診療の実施状況，処方
可能薬などの 3 項目．回答は FAX または Google
フォームによる web 回答とし，76 施設から回答
を得た．得られた情報を Google マイマップに反
映し，診療時にタブレット上で患者と供覧しなが

（35.3％）の割合は，2023 年に一時減少したも
のの，2025 年には再度増加に転じた．

・�自己評価：活動の自己採点（100 点満点）は，
2018 年の平均 36.5 点から 2025 年には 44.4 点
へと有意に上昇した（p ＜ 0.01）．

・�活動の障害：「時間がない（1,194 人）」が最多で，
次いで「人手不足（955 人）」，「他のスタッフの
理解（753 人）」，「上司の理解（376 人）」の順であ
り，これらは過去 4 回共通の課題であった（図）．

考察
　2025 年の骨粗鬆症マネージャー活動実態調査
では，2018 年以降の OLS 活動の拡大傾向が確
認された．OLS 活動が拡大していると回答した

ら紹介先を選定した．図に Google マイマップの
概要を示す．検索バーに患者住所を入力すると居
住地が示され，周辺医療機関の位置とともに診療
内容を確認できる構成とした．

結果
　近隣 5 区における骨粗鬆症診療対応医療機関を
地図上で一覧化し，患者住所に基づく検索が可能
となった．位置情報に加え診療内容を同時に把握
できることで，紹介先候補を効率的に抽出できた．

考察
　かかりつけ医をもたな
い患者においても紹介先
選定が容易となった．通
院距離や交通手段，治療
内容など，患者ニーズと
医療機関特性を照合しや
すくなり，タブレット上
で患者と情報を供覧しな
がら選定することで，説
明の質向上と納得感の醸
成に寄与したと考える．
また Google マイマップ
は導入コストが低く情報
更新も容易であることか

割合は 53.3％に達し，チーム参加率も有意に増
加している．施設内および他施設との連携率も上
昇しており，チーム医療としての OLS 活動が全
国的に定着しつつある．
　一方，「時間不足」「人手不足」「上司の理解不足」
といった時間・人的リソースの不足や周囲の理解
不足といった課題は依然として根強い．特に管理
職の理解不足を感じる群では自己評価が低く，マ
ネジメント層の支援とロールモデルの構築が活動
推進の鍵となる．今後は職種特性に応じた役割設
定，教育・評価システムの構築，職場文化の醸成
が重要であり，多職種が連携しやすい職場環境の
整備と，継続的な教育・フィードバック体制の構
築が，活動の質と持続性を高める鍵となる．

ら柔軟性が高い．紹介業務効率化と質向上に有用
であった．

今後の課題と展望
　最大の課題は情報更新体制である．更新頻度，
未回答施設・新規施設情報の補完方法を明確にす
る必要がある．今後は地域連携室や医師会との連
携により，掲載範囲と情報精度の向上を図りたい．
さらに他施設でも同様のマップ作成が進み情報共
有が可能となれば，市内・県内規模での活用も期
待され，OLS における地域連携基盤としての発
展が見込まれる．

骨粗鬆症リエゾンサービスの現状と課題 ―骨粗鬆症リエゾンサービス委員会による
骨粗鬆症マネージャーへの4回の活動の実態調査の比較―

紹介患者居住地域のかかりつけ医を探すための
Googleマイマップ作成の試み

図 1　作成した Google マイマップ

図　骨粗鬆症リエゾンサービス活動において障害になるもの ( 複数回答 )
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●2026年度OLS活動奨励賞募集始まる !!
　2026 年度の OLS 活動奨励賞の募集が 2 月 1 日より始まっています．
骨粗鬆症マネージャーによる公募を以下の通り実施していますのでご応
募をお待ちしています．
【募集要項】
主　　催：一般社団法人日本骨粗鬆症学会
件　　数：3 件以内（副賞 1 件 10 万円）
公募期間：2026 年 2 月 1 日～ 2026 年 4 月 30 日（消印有効）
【日本骨粗鬆症学会 OLS 活動奨励賞規定】
目的：�OLS 活動における優れた成果を示した活動に対して，その活動を

奨励することを目的とする．
対象：�骨粗鬆症マネージャー，または骨粗鬆症マネージャーおよびその所

属機関／グループとし，国内で行われた OLS 活動に限る．過去に本
賞を受賞した者の同一案件での再受賞は認めない．

申請用紙等詳細は下記学会ホームページで確認をお願いします．
http://www.josteo.com/medical/award/ols/

●第11期骨粗鬆症マネージャー認定試験合格者発表
　昨年 2025 年 11 月 2 日専修大学神田キャンパスにて実施され，2025
年 12 月 1 日に合格者が発表されました．
　この方たちは 2026 年 4 月 1 日に新たな骨粗鬆症マネージャーとして
認定，仲間入りされます．

●第27回日本骨粗鬆症学会が開催
　第 27 回日本骨粗鬆症学会が，2025 年 9 月 12 日から 9 月 14 日の
3 日間開催されました．今回も多くの骨粗鬆症マネージャーやメディカル
スタッフの方が参加，演題発表されました．第 28 回日本骨粗鬆症学会は
2026 年 9 月 11 日から 9 月 13 日の 3 日間，新潟県朱鷺メッセ新潟コ
ンベンションセンターでの開催を予定しています．皆様方の奮ってのご参
加，演題発表を期待します．

骨粗鬆症診療の新時代を拓く：「骨粗鬆症の予防と治療ガイドライン2025年版」の改訂ポイント

『OLSかわら版』の電子化について（会員の皆様へのお願い）
平素より『OLS かわら版』の編集・刊行にご理解とご協力を賜り，誠にありがとうございます．
本学会では『OLS かわら版』の利便性向上を目的として，本号をもって印刷版での発行を終了し，次号より電子化することとなりました．
現在，会員専用ページでは PDF 版の閲覧が可能ですが，今後の電子化に向け，より円滑な運用を目指してまいります．

『OLS かわら版』電子化の移行に伴い，会員の皆様のメールアドレス登録が必要となります．つきましては，下記の方法でメールアドレス
のご登録をお願いいたします．

メールアドレス登録方法
　　　　　　　　　　　　　　　　　  ①学会ホームページの「登録情報変更」より登録
　　　　　　　　　　　　　　　　　  ②学会事務局（maf-josteo@mynavi.jp）へメールで連絡

今後は最新号発行のタイミングにあわせて，学会よりメールマガジンにて発行のお知らせを配信する予定です．
『OLS かわら版』ならびに学会活動への変わらぬご支援を賜りますよう，何卒よろしくお願い申し上げます．

　「骨粗鬆症の予防と治療ガイドライン2025 年版」
が前版から10年を経て改訂された．本ガイドラインでは，

『Minds 診 療ガイドライン作 成マニュアル 2020 
ver.3.0』に則りClinical Question(CQ)を設定し，シ
ステマティックレビューを行い，エビデンスを評価・統
合したうえで推奨文を作成する手法が導入された．
　超高齢社会が進行するなか，骨粗鬆症は骨折
を介して身体機能ばかりでなく生命予後にも悪
影響を及ぼす慢性疾患である．近年の骨粗鬆症
治療の進歩により，各年代における骨折発生率
は一部減少しているが，高齢者のさらなる増加
により，わが国の骨粗鬆症患者数は1,590万人(推
定 ) に増加しており，その対策は社会的にも重要
な課題となっている．
　初発骨折を防ぐためには健診と教育啓発活動
も重要である．『骨粗鬆症検診・保健指導マニュ
アル』の改訂は現在進行中であるが，OSTA ある
いは FRAX® といった，臨床的危険因子を加味
した簡便な骨折リスク評価法の重要性が改めて
示されている．薬物療法に関しては，骨代謝回
転に着目した骨吸収抑制薬と骨形成促進薬のバ
ランスを考慮した選択が重要とされている．ま
たゾレドロン酸，アバロパラチド，ロモソズマ
ブという，前回のガイドライン以降に上市され
た薬物の情報が追加されるとともに，治療の長
期化を見据え，治療薬の切り替えや順番 ( 逐次療

法 ) についての知見が解説されている．また骨折
リスクや緊急度にあわせて治療薬を選択し，治
療目標としての骨密度値のゴールを設定して戦
略的に薬剤を選択するフローチャートも提案さ
れた．長期予後改善には，薬物治療に加え，栄
養療法，運動療法，転倒予防などの包括的治療
が必須である．栄養療法では，日本人の食事摂
取基準 (2025 年版 ) を踏まえつつ体重維持の視点
も重視されている．また運動療法とともに転倒
予防の重要性があらためて強調されている．
　患者さん個々の状況にあわせた治療を包括的に

提供するために，骨粗鬆症リエゾンサービス ® (OLS)
のさらなる推進が求められている．2022 年から
は二次性骨折予防継続管理料の算定が可能と
なったことは，OLS 活動の大きな力となってお
り，今後，質・量ともに世界をリードするリエ
ゾンサービスが広まることが期待されている．
　2025 年版ガイドラインは，最新のエビデンス
に基づく治療の最適化だけでなく，多職種連携
による包括的な診療支援の推進を明示しており，
日本の高齢者の健康寿命の延伸と QOL の維持に
大きく貢献すると考えられている．

鈴木敦詞　藤田医科大学医学部内分泌・代謝・糖尿病内科学

コラム

表　ガイドラインの主な改訂のポイント
ポイント 内容

作成方法・手法の変更
従来の教科書的記載方式に加え，Clinical Question（CQ）を設定し，システマティッ
クレビュー（SR）を実施したうえで推奨文を作成する方式を採用．（『Minds 診療ガ
イドライン作成マニュアル 2020 ver.3.0』に準拠）

統計学的数字の更新 骨粗鬆症の有病者数（1,590万人）をはじめとした臨床統計データの更新

続発性骨粗鬆症と類縁疾患に関する記載 低ホスファターゼ症追記．薬剤関連骨粗鬆症，癌治療関連骨量減少症などの知識を
アップデート

骨検診 検診の重要性と OSTA あるいは FRAX® などの指標を用いた評価法の更新

他のガイドライン・ポジションペーパーな
ど追記

「顎骨壊死検討委員会ポジションペーパー 2023」「グルココルチコイド誘発性骨粗
鬆症の管理と治療のガイドライン 2023」「生活習慣病関連骨折リスクに関する診
療ガイド 2019」「骨代謝マーカーハンドブック (2022)」など

新たに追加された薬物についての記載追加 ゾレドロン酸，ロモソズマブ，アバロパラチドなど

薬物治療戦略 Goal-directed osteoporosis treatment 2024 の記載．リスクに応じた薬剤選択
と逐次療法に関する情報の更新

栄養療法 日本人の食事摂取基準（2025）を踏まえ，適正体重の維持も強調
運動療法と転倒予防 包括的な転倒予防対策と運動療法の意義づけ
骨粗鬆症リエゾンサービス ®（OLS） エビデンスのアップデートと二次性骨折予防継続管理料の算定についての記載


